
事 務 連 絡 

令和 3 年 4 月 27 日 

 

都道府県民生主管部（局） 

介護保険主管課（部）  

市区町村介護保険主管部局 御中 

 

厚生労働省老健局介 護 保 険 計 画 課 

認知症施策・地域介護推進課 

老  人  保  健  課 

 

「介護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について（確定版）」 

の一部訂正について 

 

介護保険制度の円滑な運営につきまして、平素よりご理解とご尽力を賜り厚く御礼申

し上げます。 

さて、介護保険事務処理システム変更に係る参考資料について、「介護保険事務処理

システム変更に係る参考資料の送付について（確定版）」として、令和 3年 3 月 31 日付

事務連絡にて送付したところですが、今般、「令和３年度介護報酬改定関連通知の正誤

等について」（令和 3年 4 月 22 日老高発 0422 第 1 号・老認発 0422 第 1 号・老老発 0422

第１号）等を受け、その内容の一部について訂正がありますので、別紙のとおり、ご連

絡いたします。 

なお、本事務連絡による修正後の「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関す

る基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定施設サービス等

に要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定

に関する基準、指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着

型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービス

に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制等に関す

る届出における留意点について」（平成 12 年３月８日老企第 41 号)別紙については、令

和３年６月のサービス提供分に係る届出から適用することとし、別紙 10－５については、

すでに修正前の様式で届出を行っており、その後体制に係る変更がない事業所において

も、令和３年５月 15 日までに、修正後の別紙 10－５を改めて届け出るものとします。 

本資料につきましては、近日、ＷＡＭＮＥＴに掲載の予定です。 

 

 
＜照会先＞ 電話03－5253－1111（代） 

【介護報酬改定関係】 

  老人保健課 杉本、山根（内線3961） 

【介護予防・日常生活支援総合事業関係】 

  認知症施策・地域介護推進課 鈴木（内線3982） 

【インタフェース関係】 

介護保険計画課 清水（内線3923） 

【区分支給限度基準額、給付管理関係】 

老人保健課 企画法令係 山根（内線3948） 

認知症施策・地域介護推進課  

基準第二係  石松、元木（内線3987） 

人材研修係  原、勝田（内線3936） 
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【別紙】                         

令和３年３月 31 日介護保険事務処理システム変更に係る参考資料（確定版）からの訂正箇所 

Ｎｏ． ページ 訂正前 ページ 訂正後 

Ⅰ-資料３_ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要する費用の

額の算定に関する基準、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防サービ

スに要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定

地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する

費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制等に関する届出等における留意点に

ついて（平成 12 年３月８日老企第 41 号）の一部改正 

②介護給付費算定に係る体制等に関する届出における留意点についての一部改正別表 

 

１ 

別紙１ 

備考 （別

紙１）居宅

サービス・

施設サービ

ス・居宅介

護支援 

過疎地域活性化特別措置法（平成

２年法律第１５号） 

同 

過疎地域の持続的発展の支援に関す

る特別措置法（令和３年法律第 19

号） 

２ 

別紙１－２ 

備考 （別

紙１－２）

介護予防サ

ービス 

過疎地域活性化特別措置法（平成

２年法律第１５号） 

同 

過疎地域の持続的発展の支援に関す

る特別措置法（令和３年法律第 19

号） 

３ 別紙 10－５ 

 

同 

(２)を追加 

(２) 介護支援専門員の配置状況 

常勤換算     人 

４ 別紙 10－５ 

(２) 配置状況 

① 常勤 ・ 非常勤 

② １週間の勤務日数 

日/週 

③ １日あたりの勤務時間数 

時間/日 

同 

(３) 配置状況 

① 常勤 ・ 非常勤 

② １月あたりの勤務時間数 

時間/月 

５ 別紙 10－５ 

(３) 業務負担の軽減や効率化で

きる具体的な業務内容 

同 

(４) 業務負担の軽減や効率化できる

具体的な業務内容 
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Ｎｏ． ページ 訂正前 ページ 訂正後 

Ⅰ-資料７①_介護給付費請求書等の記載要領について 

 

６ 33 

所定疾患施設療養費の内容につい

て、投薬、検査、注射、処置の内

容が明らかになるように記載する

こと。 

同 

（削る） 

Ⅱ-資料７_介護予防・日常生活支援総合事業費明細書及び給付管理票記載例 

 

７ 記載例２ 

・事業費明細欄-単位数 

訪問型独自サービスⅠ：1500 

 同 

・事業費明細欄 

訪問型独自サービスⅠ： 

 

Ⅳ-資料１_通所介護等の区分支給限度基準額に係る給付管理の取扱いの留意事項 

 

８ 1 
（案） 

 
同 

（削る） 

Ⅳ-資料２_通所介護等の区分支給限度基準額に係る給付管理の取扱いの記載例 

 

９ 
記載例１ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

12400 

１０ 
記載例２ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

15569 

１１ 
記載例３ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

15569 

１２ 
記載例４ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

9391 

１３ 
記載例５ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

15733 

１４ 
記載例６ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

15544 

１５ 
記載例６ 

様式第二 

・給付費明細欄-単位数 

通所介護Ⅲ５１：3879 

 

同 

・給付費明細欄-単位数 

通所介護Ⅲ５１：3624 

 

１６ 
記載例７ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

15738 
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Ｎｏ． ページ 訂正前 ページ 訂正後 

１７ 
記載例８ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

15753 

１８ 
記載例９ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

15752 

１９ 

記載例９ 

様式第二 

（１枚目） 

・請求額集計欄-⑩保険請求額

（合計） 

129872 

 

同 

・請求額集計欄-⑩保険請求額（合

計） 

129087 

 

２０ 

記載例９ 

様式第二 

（２枚目） 

・給付費明細欄-サービスコード 

通所介護科学的介護推進体制加

算：155051 

 

同 

・給付費明細欄-サービスコード 

通所介護科学的介護推進体制加算：

156361 

 

２１ 
記載例１０ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

16074 

２２ 
記載例１１ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

15752 

２３ 
記載例１２ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

15733 

２４ 
記載例１３ 

様式第十一 

・給付計画単位数（合計） 

 
同 

・給付計画単位数（合計） 

15764 

２５ 
記載例１３ 

様式第二 

・給付費明細欄-サービス単位数 

小規模多機能２１：9391 

 

同 

・給付費明細欄-単位数 

小規模多機能２１：9109 

 

 

 


